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予防接種に関するマニュアル 概要  

１ 基本的な考え方 

ワクチンの接種により、個人の発症や重症化を防ぐことで、受診患者数を減少させ、入院患者数や重

症者数を抑え、医療体制が対応可能な範囲内に収めるよう努めることは、新型インフルエンザ等による

健康被害や社会・経済活動への影響を最小限にとどめることにつながる。 

  新型インフルエンザ対策におけるワクチンについては、製造の元となるウイルス株や製造時期が異な

るプレパンデミックワクチンとパンデミックワクチンの2種類がある。なお、新感染症については、発

生した感染症によってはワクチンを開発することが困難であることも想定されるため、本マニュアルで

は新型インフルエンザに限って記載する。 

 

２ 接種体制について 

 特定接種 住民接種 

接
種
対
象
及
び 

接
種
順
位
の
考
え
方 

・「医療の提供の業務」又は「国民生活及び

国民経済の安定に寄与する業務」を行う登録

事業者のうち、これらの業務に従事する登録

対象者 

・国家公務員及び地方公務員のうち、新型イ

ンフルエンザ等の発生により対応が必要とな

る職務に従事する者等の該当者 

 

特定接種対象者の範囲や総数は、政府対策

本部において、登録対象者の中から、発生時

の状況に応じて柔軟に決定される。 

在留外国人を含む全国民が対象となり、以

下4群に分類した上で、重症化しやすい者等、

発生した新型インフルエンザ等に関する情報

を踏まえ、政府対策本部において接種順位が

決定される。 

 

・医学的ハイリスク者 

・小児 

・成人・若年者 

・高齢者 

法
的
位
置
付
け
・ 

実
施
主
体
等 

特措法第28条の規定に基づき、予防接種法

第 6条第 1項による予防接種とみなし、同法

（第 22 条及び第 23 条を除く）の規定を適用

し実施。 

 

[実施主体] 

・登録対象者、国家公務員・・・国 

・地方公務員・・・所属する県又は市町 

新型インフルエンザ等緊急事態の場合 

 特措法第46条の規定に基づき、予防接種法

第 6 条の規定（臨時の予防接種）による。市

町が接種を実施。 

 

新型インフルエンザ等緊急事態でない場合 

 予防接種法第 6条第 3項の規定に基づく新

臨時接種として、市町が接種を実施。 

実
施
の
判
断 

政府対策本部長が、海外におけるウイルス

の亜型や病原性等の情報を踏まえ、速やかに

決定する。 

新型インフルエンザ等緊急事態の場合 

 政府対策本部が、特措法第18条第2項第3

号に掲げる重要事項として、予防接種法第 6

条第 1 項の規定による予防接種の対象者及び

期間を定める。 

 

新型インフルエンザ等緊急事態でない場合 

 政府対策本部の決定に基づき、厚生労働省

が、県を通じ、市町に予防接種法第 6 条第 3

項の規定（新たな臨時接種）に基づく予防接

種を実施するよう指示する。 

実
施 

接種会場で、接種券の提出又は身分証明書

を提示する等の厚生労働省により定められる

方法により、接種対象者であることの確認を

受け、接種を受ける。 

原則として、実施主体である各市町の区域

内に居住する者を対象とし、地域の実情に応

じつつ、人口 1万人に 1箇所程度の接種会場

を設けて接種を行う。 
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第１章 始めに 

１ 基本的な考え方 

（１）目的 

新型インフルエンザ等への対策は、医療対応以外のまん延防止対策とワクチンや抗イン

フルエンザウイルス薬等を含めた医療対応を組み合わせて総合的に行うことが必要であ

る。ワクチンの接種により、個人の発病や重症化を防ぐことは、新型インフルエンザ等に

よる健康被害や社会・経済活動への影響を最小限にとどめることにつながる。 

 

（２）新型インフルエンザワクチンの特性 

ア 新型インフルエンザが発生した際には、国の責任の下、県及び市町、医療機関等の関

係機関や、国民の協力を得て、可能な限り速やかにプレパンデミックワクチンやパンデ

ミックワクチンの接種を行うこととしている。 

イ 国は、このための体制整備を未発生期から行うこととしており、プレパンデミックワ

クチンの製造及び備蓄、パンデミックワクチンの生産体制の整備等を行うほか、ワクチ

ン接種が円滑に行われるよう、接種対象者や接種順位のあり方等を明らかにするととも

に、接種の実施方法等について決定し、関係機関の協力を得て、接種体制を構築するこ

ととしている。しかしながら、新型インフルエンザワクチンについては、新型インフル

エンザ発生から製造・供給までに一定の時間を要すること、また、有効性についても、

新型インフルエンザの変異等の状況によっては、必ずしも期待できないことから、新型

インフルエンザ対策の一つの対策として位置付け、予防接種に偏重しないことが重要で

ある。 

ウ 本マニュアルは、新型インフルエンザワクチンの確保、供給体制、接種対象者及び予

防接種体制等に関する対策を進めるために作成したものであり、具体的な対策を状況に

応じて講じていく。なお、新感染症については、発生した感染症によってはワクチンが

存在しない場合があり得るため、本マニュアルでは、新型インフルエンザワクチンに限

って記載する。 

 

 

２ ワクチンについて 

新型インフルエンザ対策におけるワクチンについては、プレパンデミックワクチンとパン

デミックワクチンの2種類がある。 

 

（１）パンデミックワクチン 

パンデミックワクチンは、新型インフルエンザの発生後に新型インフルエンザウイルス

を基に製造される。 

 

（２）プレパンデミックワクチン 

ア プレパンデミックワクチンは、新型インフルエンザが発生する前の段階で、パンデミ

ックを引き起こす可能性のあるウイルスを基に製造される。 

イ 我が国においては、プレパンデミックワクチンの製造に当たって、現在H5N1亜型のイ

ンフルエンザウイルスを用いており、このワクチンは、H5N1亜型以外のインフルエンザ
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には有効性が不明であり、また、新型インフルエンザウイルスがH5N1 亜型であったと

しても、パンデミックワクチンと比較すると、流行前の時点でその有効性の評価を定め

ることはできない。 

 

 

第２章 ワクチンの供給体制 

１ ワクチンの供給体制について（未発生期） 

（１）県は、厚生労働省の要請を受け、プレパンデミックワクチン及びパンデミックワクチン

を国が売却して供給することに備え、以下の体制を整備する。 

ア 石川県薬業卸協同組合等により、県内におけるワクチンの流通を調整する体制を整備

する。 

イ ワクチンの偏在が生じないよう、医薬品卸売販売業者（以下「卸業者」という。）や

医療機関等におけるワクチンの在庫量を把握するための体制を整備する。 

 

２ ワクチンの供給体制について（海外発生期以降） 

（１）発生時においては、県医師会及び薬業卸協同組合等と協力し、特定接種及び住民接種の

ワクチンが円滑に供給されるよう調整する。また、流通の調整にあたり、不要在庫を発生

させないため、及びワクチンが平等に供給されるために体制を整えるなど、新型インフル

エンザワクチンの流通改善に関する検討会報告書を踏まえた対応を行う。 

 

（２）ワクチンの流通については、以下の流れを基本とするが、具体的には、国が定める特定

接種に関する実施要領及び住民接種に関する実施要領に基づき実施する。 

・政府対策本部が定める基本的対処方針に基づき、厚生労働省が策定したワクチンの供

給量の計画について、速やかにその情報を把握し、関係機関等に情報提供を行う。 

なお、プレパンデミックワクチン、パンデミックワクチンは、ワクチン販売業者等を通

じて厚生労働省より直接、接種場所（保健福祉センター及び金沢市保健所（以下「保健福

祉センター等」という。）、保健センター、学校、医療機関等）に納入される。 

 

（３）需要量及び供給状況の把握については、以下の流れを基本とするが、具体的には、国が

定める特定接種に関する実施要領及び住民接種に関する実施要領に基づき実施される。 

ア 特定接種については、厚生労働省により、政府対策本部が決定した特定接種の総枠及

び接種対象者を基に、都道府県ごとの配分量が算出される。 

イ 住民接種については、県は、地域での流行状況、流通在庫及び医療機関在庫を踏まえ

て厚生労働省に配分希望量を連絡する。厚生労働省は、その結果に基づき、都道府県の

人口や優先接種対象者数等の概数を加味し、都道府県ごとの配分量を決定する。 

ウ 厚生労働省から示された都道府県ごとのワクチンの供給予定量や供給予定時期など

のワクチン供給計画に基づき、必要がある場合は地域での流行状況等を勘案し、県内の

再配分調整を行う。 
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第３章 接種対象者について 

１ 特定接種の対象者について 

（１）特定接種の制度概要について 

特定接種とは、特措法第28条に基づき、「医療の提供並びに国民生活及び国民経済の安

定を確保するため」に行うものであり、政府対策本部長がその緊急の必要があると認める

ときに、臨時に行われる予防接種をいう。 

特定接種の対象となり得る者は、 

ア 「医療の提供の業務」又は「国民生活及び国民経済の安定に寄与する業務」を行う事

業者であって厚生労働大臣の定めるところにより厚生労働大臣の登録を受けているも

の（以下「登録事業者」という。）のうちこれらの業務に従事する者（厚生労働大臣の

定める基準に該当する者（以下「登録対象者」という。）に限る。） 

イ 国家公務員及び地方公務員のうち、 

(ｱ)新型インフルエンザ等の発生により対応が必要となる職務に従事する者、 

(ｲ)新型インフルエンザ等の発生に関わりなく、行政による継続的な実施が強く求めら

れる国民の緊急の生命保護と秩序の維持を目的とする業務や国家の危機管理に関す

る職務に従事する者、 

(ｳ)民間の登録対象者と同様の職務に従事する者である。 

 

（２）特定接種の位置付け 

ア 特定接種については、備蓄しているワクチンが有効であれば、それが用いられるが、

発生した新型インフルエンザ等が備蓄しているH5N1以外の感染症であった場合や亜型

がH5N1の新型インフルエンザであっても備蓄ワクチンの有効性が低い場合には、パンデ

ミックワクチンが使用される。 

イ 特定接種対象者は、海外で新型インフルエンザが発生した場合、住民よりも先に、ワ

クチンの接種を開始することが想定されるため、優先的に接種すべき要因のある住民接

種の緊急性を踏まえれば、接種に用いるワクチンの別に関わらず、その範囲や総数は、

国民が十分理解できるものでなければならない。 

したがって、特定接種対象者の範囲や総数は、国民の理解が得られるよう、政府対策

本部において、登録対象者の中から、発生時の状況に応じて柔軟に決定される。 

  ウ 発生時の状況に応じて決定される特定接種の総数の水準によって、国が国民に対し、

サービス水準の低下を許容するよう呼びかけることに対し、県は協力する。 

 

（３）特定接種の対象となり得る地方公務員について 

特定接種の対象となり得る地方公務員については別添のとおりである。 

 

 

２ 特定接種の登録等について 

（１）県及び市町は、国の責任で行う特定接種の対象となり得る登録事業者の登録申請等につ

いて協力を行う。 

 

（２）特定接種の対象となり得る県及び市町の職員については、所属する県及び市町が対象者
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を把握し、厚生労働省に人数を報告する。 

 

３ 住民接種の接種順位に関する基本的考え方 

（１）パンデミックワクチンの接種対象者は全国民であるが、研究開発を進めている細胞培養

技術が確立したとしても、パンデミックワクチンの供給の開始から全国民分の供給までに

は一定の期間を要するため、未発生期に、新型インフルエンザ等の発生後の状況に応じて

パンデミックワクチンの接種順位を決定する際の基本的な考え方を整理し、それを踏まえ

て政府対策本部で的確かつ迅速に決定し得るようにしておく。 

 

（２）特定接種が行われない場合、まず、新型インフルエンザ等の患者の診療に直接従事する

医療従事者から接種する。 

 

（３）特定接種の対象となる者及び特定接種が行われない場合に先行的な接種の対象となる医

療従事者以外の接種順位について、以下のとおりあらかじめ整理された接種の範囲・順位

に係る考え方を基に、重症化しやすい者等、発生した新型インフルエンザ等に関する情報

を踏まえ、基本的対処方針等諮問委員会に諮った上で、政府対策本部において決定される。 

 

（４）住民接種の対象者については、以下の4群に分類する。 

ア 医学的ハイリスク者：呼吸器疾患、心臓血管系疾患を有する者等、発症することによ

り重症化するリスクが高いと考えられる者 

(ｱ)基礎疾患を有する者 

基礎疾患により入院中又は通院中の者をいう。平成21年のパンデミック時に取りま

とめられた「新型インフルエンザワクチンの優先接種の対象とする基礎疾患の基準手

引き」を参考に、発生した新型インフルエンザ等による病状を踏まえ、発生時に基準

を示す。 

(ｲ)妊婦 

イ 小児（1歳未満の小児の保護者及び身体的な理由により予防接種が受けられない小児

の保護者を含む。） 

ウ 成人・若年者 

エ 高齢者：ウイルスに感染することによって重症化するリスクが高いと考えられる群

（65歳以上の者） 

 

（５）接種順位については、政府行動計画に示されているように新型インフルエンザによる重

症化、死亡を可能な限り抑えることに重点を置いた考え方が考えられるが、緊急事態宣言

がされている場合、国民生活及び国民経済に及ぼす長期的な影響を考慮する（特措法第46

条第2項）と、我が国の将来を守ることに重点を置いた考え方や、これらの考え方を併せ

た考え方（重症化、死亡を可能な限り抑えることに重点を置きつつ、併せて我が国の将来

を守ることにも重点を置く考え方）もあることから、こうした考え方を踏まえ判断される。 

 

（６）なお、この他、年齢によるワクチンの効果等も考慮する。 

 

（７）ワクチン接種の順位等を決定する際には、基本的対処方針等諮問委員会に諮った上で、
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政府対策本部において、決定される。なお、必要に応じ、基本的対処方針等諮問委員会に

新型インフルエンザ等対策有識者会議の委員を含め学識経験者の出席を求める。 

 

 

第４章 予防接種体制について 

１ 特定接種の接種体制 

（１）概要 

特定接種については、未発生期から接種体制の構築を図るとともに、発生からできるだ

け早期に接種の準備を行い、接種することが必要である。 

 

（２）法的位置付け・実施主体等 

ア 特定接種は、特措法第28条の規定に基づき、予防接種法第6条第1項による予防接種と

みなし、同法（第22条及び第23条を除く。）の規定を適用し実施する。 

イ 特定接種は、登録事業者に所属しており厚生労働大臣の定める基準に該当する業務に

従事している者及び新型インフルエンザ等対策の実施に携わる国家公務員については、

国が実施主体として接種が実施され、新型インフルエンザ等対策の実施に携わる地方公

務員については、当該地方公務員の所属する県又は市町が実施主体として接種を実施す

る。 

ウ 接種に係る費用については、特措法第65条の規定に基づき、その実施について責任を

有する者が支弁する。 

エ 接種費用等については、接種に係るコスト等が適切に評価されるよう設定する。 

 

（３）未発生期における準備 

ア 特定接種対象者に対し、速やかに接種することが求められるものであるため、未発生

期からできるだけ早期に接種体制を構築する。 

イ 原則として集団的接種を行うため、100人以上を単位として接種体制を構築する必要

がある。 

ウ 特定接種を事業者において接種する方法としては、企業内診療所での接種、外部の医

療機関からの診療による接種が考えられる。企業内診療所の開設について新たに許可が

必要な場合には、県は迅速に対応する。 

登録事業者又は登録事業者が属する事業者団体ごとに集団的接種体制を構築するこ

とが困難な場合には、業種を担当する府省庁等は、必要に応じ、厚生労働省、県や市町

の協力を得て、事業者を支援し、接種体制を構築させる。 

エ 医療従事者への特定接種は、勤務する医療機関において実施することとなるため、当

該医療機関で接種体制を構築する。 

オ 特定接種の対象となり得る地方公務員については、その所属機関が接種体制の構築を

図る。 

 

（４）実施の判断 

ア 政府対策本部長は、海外におけるウイルスの亜型や病原性等の情報を踏まえ、基本的

対処方針等諮問委員会に諮った上で、特定接種の実施について速やかに決定し、厚生労
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働大臣に対し、以下の事項について指示する。 

・新型インフルエンザ等対策の実施に携わる県及び市の職員に対し、特定接種を実施

するよう県知事又は市町の長に指示すること。 

なお、総枠調整率等詳細な実施事項については、基本的対処方針において定められる。 

イ プレパンデミックワクチンを使用する場合については、プレパンデミックワクチン既

接種者の保存血清と、発生したウイルス株を用いた交差免疫性の調査を速やかに行うな

ど、可能な限り効果の高い接種を行う。なお、発生した新型インフルエンザのウイルス

の亜型が異なったり、抗原性が大きく異なるなど、有効性が期待できない場合には、プ

レパンデミックワクチンの接種を行わない。 

ウ プレパンデミックワクチンが有効であり、パンデミックワクチンの追加接種の必要性

がないと判断される場合には、プレパンデミックワクチン既接種者はパンデミックワク

チンの対象から外れる場合も考えられ、その判断は、新型インフルエンザ等対策有識者

会議の学識経験者の意見を聴き、基本的対処方針等諮問委員会に諮った上で、政府対策

本部により行われる（プレパンデミックワクチンの有効性がない又は不明である場合に

は、パンデミックワクチンの対象とする。）。 

 

（５）接種体制の構築等 

ア バイアルサイズ 

ワクチンを緊急に接種するため、10mlなど大きな単位のバイアルでワクチンを供給す

ることを基本とし、原則として集団的に接種を実施する。なお、各接種会場における端

数の人数及び小規模な医療機関の医療従事者への接種等に対応するため、一定程度は

1ml等の小さなバイアルを確保する。 

 

イ 医療従事者の確保 

(ｱ)接種には多くの医療従事者の確保が必要となることから、接種体制を構築する登録

事業者、県及び市町は、県医師会及び郡市医師会等の協力を得て、その確保を図る。 

(ｲ)通常の協力依頼では医療従事者の確保ができないような場合、特措法第31条の規定

に基づき、県知事は、医師、看護師その他政令で定める医療関係者に対し、特定接種

の実施に関し必要な協力の要請又は指示（以下「要請等」という。）を行う。 

 

ウ 登録事業者又は事業者団体における接種体制の構築 

(ｱ)原則として、登録事業者ごとの接種対象者数は事前に登録している人数を上回らな

いものとする。 

(ｲ)登録事業者又は事業者団体は、予定した接種体制に変更がある場合は、業種の担当

府省庁を経由して、厚生労働省へ登録する。 

(ｳ)医療従事者への接種は、勤務する医療機関において実施する。 

 

（６）接種の実施 

接種会場においては、接種を受ける者は、接種券を提出又は身分証明書を提示する等、

新型インフルエンザ等が発生した後に厚生労働省により定められる方法により接種対象

者であることの確認を受け、接種を受ける（接種対象者であることを確認できない者につ

いては、接種を行わない。）。 
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（７）報告・公表等 

登録事業者は、実際に接種した人数を集計するとともに、業種の担当府省庁に報告する。

業種の担当府省庁は、接種者数を厚生労働省に報告し、厚生労働省が集計する。 

登録事業者として登録された事業者については、その事業者名を登録完了時に公表され

るものとする。また、登録事業者として登録した事業者は、「業務を継続的に実施するよ

う努めなければならない」（特措法第4条第3項）が、住民への接種よりも先に接種するこ

とからも、このような義務を果たすことを担保するため、特措法上の公共性・公益性と登

録事業者の利益の程度に応じた地位義務を明確にする。このため、届出及び公表に関する

事項については、登録に関する実施要領において別途定めるものとするが、基本的枠組と

しては、新型インフルエンザ等の発生後、登録事業者は、業種を担当する府省庁に業務の

継続状況に関する事項を届出し、業種を担当する府省庁は、接種を実施した事業者名等を

公表するものとする。 

 

（８）広報・相談 

ア 特定接種については、登録事業者に所属しており厚生労働大臣の定める基準に該当す

る業務に従事している者並びに新型インフルエンザ等対策の実施に携わる国家公務員

及び地方公務員を対象とした接種であることから、その対象者に的確な情報が伝達され

るよう周知を行う。 

イ 県及び市町は、県民に対し、具体的な接種の進捗状況や、ワクチンの有効性・安全性

に関する情報、相談窓口（コールセンター等）の連絡先など、接種に必要な情報を提供

する。 

ウ 特定接種は、ワクチンの供給量が限られている中、登録事業者に所属しており厚生労

働大臣の定める基準に該当する業務に従事している者並びに新型インフルエンザ等対

策の実施に携わる国家公務員及び地方公務員を対象とし、その他の国民を対象としない

ことから、その目的・趣旨や、接種によって医療の提供や国民生活及び国民経済の安定

の確保されることにより国民全体に利益が及ぶことについて、分かりやすく広報を行う。 

エ また、特定接種について、県民の理解を得るためには、住民接種の見通しについても

明らかにする。 

 

２ 住民接種の接種体制 

（１）概要 

ア 新型インフルエンザ等緊急事態においては、新型インフルエンザ等が国民の生命及び

健康に著しく重大な被害を与え、国民生活及び国民経済の安定が損なわれることのない

ようにするため、ワクチンを緊急に、可能な限り多くの国民に接種する。 

イ このため、特措法第46条の規定に基づき、予防接種法第6条の規定（臨時の予防接種）

による予防接種として、かつ、原則として集団的接種を行うことにより、全国民が速や

かに接種することができる体制の構築を図る。 

ウ 新型インフルエンザ等緊急事態ではない場合においても、国民の大多数に免疫がない

ことから、季節性インフルエンザの感染者を大きく上回る感染者が発生し、医療をはじ

め、我が国の社会経済に深刻な影響を与えるおそれがあるため、予防接種法第6条第3項

の規定に基づく新臨時接種として、全国民が接種することができる体制の構築を図る。 
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（２）法的位置付け・実施主体等 

ア 新型インフルエンザ等緊急事態においては、特措法第46条の規定に基づき、予防接種

法第6条の規定（臨時の予防接種）による予防接種として市町が接種を実施する。 

・この場合の費用負担割合については、特措法第46条第3項、第69条及び第70条の規定

に基づき、住民に対する予防接種の費用負担割合を、原則国1／2、県1／4、市町1／4

とするとともに、地方公共団体の財政力に応じて国庫負担割合の嵩上げ等を行う。 

イ 新型インフルエンザ等緊急事態ではない場合においては、予防接種法第6条第3項の規

定に基づく新臨時接種として、市町が接種を実施する。 

・接種費用は、自己負担で実施するが、市町が経済的理由により接種費用を負担するこ

とができないと認めた者に対し接種費用の減免措置を行うことができる。この場合の

費用負担割合については、予防接種法第21条、第22条第2項及び第23条第2項の規定に

基づき、国1／2、県1／4、市町1／4とする。 

ウ 接種費用については、接種に係るコスト等が適切に評価されるよう設定する。 

 

（３）未発生期における準備 

ア 市町は、住民接種については、厚生労働省及び県の協力を得ながら、全市・町民が速

やかに接種することができるよう、未発生期から体制の構築を図る。 

イ 市町は、円滑な接種の実施のために、あらかじめ市町間及び都道府県間等で広域的な

協定を締結するなど、居住する市町以外の市町村における接種を可能にするよう努める

必要がある。そのため、厚生労働省及び県は、技術的な支援を行う。 

ウ 市町は、各市町のワクチン需要量を算出しておく等、住民接種のシミュレーションを

行う。 

エ 実施主体となる市町は、未発生期の段階から、ワクチン接種の円滑な実施が可能とな

るよう、以下に列挙する事項等に留意し、郡市医師会等と連携の上、接種体制を構築す

る。 

(ｱ)医師、看護師、受付担当者等の医療従事者等の確保 

(ｲ)接種場所の確保（医療機関、保健福祉センター等、保健センター、学校等） 

(ｳ)接種に要する器具等の確保 

(ｴ)接種に関する住民への周知方法（接種券の取扱い、予約方法等） 

オ 国及び県は、医師会、関係事業者等の協力を得て、市町が進める接種体制の構築を調

整する。 

 

（４）実施の判断 

ア 特措法第46条第1項において、政府対策本部は、新型インフルエンザ等緊急事態にお

いて、新型インフルエンザ等が国民の生命及び健康に著しく重大な被害を与え、国民生

活及び国民経済の安定が損なわれることのないようにするため緊急の必要があると認

めるときは、基本的対処方針等諮問委員会の意見を聴いて、基本的対処方針を変更し、

特措法第18条第2項第3号に掲げる重要事項として、予防接種法第6条第1項の規定による

予防接種の対象者及び期間を定める。 

イ 政府対策本部の決定に基づき、厚生労働省は、県を通じ市町に、予防接種法第6条第1

項の規定（臨時の予防接種）に基づく予防接種を実施するよう指示する。 
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ウ 新型インフルエンザ等緊急事態ではない場合においては、政府対策本部の決定に基づ

き、厚生労働省は、県を通じ、市町に予防接種法第6条3項の規定（新たな臨時接種）に

基づく予防接種を実施するよう指示する。 

 

（５）接種対象者 

ア 住民接種は、全国民を対象とする（在留外国人を含む。）。 

イ 実施主体である各市町が接種を実施する対象者は、当該市町の区域内に居住する者を

原則とする。 

ウ 当該市町に所在する医療機関に勤務する医療従事者及び入院中の患者等に対しても、

接種を実施する場合が考えられる。 

 

（６）接種体制の構築等 

ア バイアルサイズ 

(ｱ)パンデミックワクチンを早期に供給し、できるだけ早く接種するためには、ワクチ

ンの大部分を10mlなどの大きな単位のバイアルで供給することとし、原則として集団

的接種を行う。 

(ｲ)なお、1mlバイアル、プレフィルドシリンジ等の小さな単位のワクチンについては、

妊婦、在宅医療の受療中の患者など、特に必要な者が利用するものとし、これらの者

については個別接種も行うことができる。 

 

イ 医療従事者の確保 

(ｱ)接種には多くの医療従事者の確保が必要となることから、市町は、郡市医師会等の

協力を得て、その確保を図る。 

(ｲ)通常の協力依頼では医療従事者の確保ができないような場合、特措法第46条第6項に

おいて読み替えて準用する第31条の規定に基づき、緊急事態宣言がされている場合に

おいて県知事は、政令で定める医療関係者に対し、住民に対する予防接種の実施に関

し必要な協力の要請等を行う。 

 

ウ 接種の実施会場の確保 

(ｱ)接種のための会場について、地域の実情に応じつつ、市町は、人口1万人に1箇所程

度の接種会場を設けて接種を行う。 

(ｲ)市町は、保健福祉センター等、保健センター、学校など公的な施設を活用するか、

医療機関に委託することにより、接種会場を確保する。 

 

エ 接種体制の構築 

(ｱ)原則として集団的接種を行うため、市町は、そのための体制を確保する。すなわち、

各会場において集団的接種を実施できるよう予診を適切に実施するほか、医療従事者

や誘導のための人員、待合室や接種場所等の設備、接種に要する器具（副反応の発生

に対応するためのものを含む。）等を確保する必要がある。 

(ｲ)発熱等の症状を呈している等の予防接種を行うことが不適当な状態にある者につい

ては、接種会場に赴かないよう広報等により周知すること、及び接種会場において掲

示等により注意喚起すること等により、市町は、接種会場における感染対策を図る。 
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(ｳ)基礎疾患を有し医療機関に通院中の医学的ハイリスク者に関しては、通院中の医療

機関から発行された「優先接種対象者証明書」を持参した上で、集団的接種を実施す

る会場において接種することを原則とする。なお、実施主体である市町の判断により、

通院中の医療機関において接種することも考えられる。 

a ワクチンの大部分が10ml等の大きな単位のバイアルで供給されることを踏まえ、通

院する医療機関において接種する場合であっても、原則として集団的接種を行うため、

原則として100人以上を単位として接種体制を構築する。 

b 1ml等の小さな単位のバイアルの流通状況等によっては、医学的ハイリスク者に対

し、通院中の医療機関において、必ずしも集団的接種によらず接種を行うことも考え

られる。 

c 医学的ハイリスク者に対するワクチン接種については、接種に係るリスク等も考慮

して、集団的接種を実施する場合であっても、予診及び副反応に関する情報提供をよ

り慎重に行うことに留意する。 

(ｴ)医療従事者、医療機関に入院中の患者、在宅医療を受療中の患者については、基本

的に当該者が勤務する、あるいは当該者の療養を担当する医療機関等において接種を

行う。ただし、在宅医療を受療中の患者であって、当該医療機関における接種が困難

な場合、訪問による接種も考えられる。 

(ｵ)社会福祉施設等に入所中の者については、基本的に当該社会福祉施設等において集

団的接種を行う。 

 

（７）接種の通知等 

接種については、接種の開始日、接種会場等を通知する方法、予約窓口を活用し住民か

らの予約を受け付ける方法等を念頭に、厚生労働省において住民接種に関する実施要領を

定めるものとする。また、市町においては、住民接種に関する実施要領を参考に地域の実

情に応じてあらかじめその手順を計画しておく。 

 

（８）広報・相談 

ア 県は、問い合わせに応えるための窓口を設置し、対応を強化するほか、市町は、実施

主体として、住民からの基本的な相談に応じる。 

イ 病原性の高い新型インフルエンザ等に対して行う特措法第46条の規定に基づく住民

に対する予防接種については、接種を緊急に実施するものであり、接種時には次のよう

な状況が予想される。 

(ｱ)新型インフルエンザ等の流行に対する不安が極めて高まっている。 

(ｲ)ワクチンの需要が極めて高い一方、当初の供給が限られている。 

(ｳ)ワクチンの安全性・有効性については、当初の情報が限られ、接種の実施と並行し

て情報収集・分析が進められるため、逐次様々な知見が明らかになる。 

(ｴ)臨時接種、集団的接種など、通常実施していない接種体制がとられることとなり、

そのための混乱も起こり得る。 

ウ これらを踏まえ、広報に当たっては、市町は、次のような点に留意する。 

(ｱ)接種の目的や優先接種の意義等を分かりやすく伝える。 

(ｲ)ワクチンの有効性・安全性についての情報をできる限り公開するとともに、分かり

やすく伝える。 
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(ｳ)接種の時期、方法など、住民一人一人がどのように対応するべきかについて、分か

りやすく伝える。 

エ また、病原性の高くない新型インフルエンザ等に対して行う予防接種法第6条第3項の

規定に基づく新臨時接種については、個人の意思に基づく接種であり、県及び市町とし

てはワクチン接種のための機会を確保するとともに、接種を勧奨し、必要な情報を積極

的に提供しておく。 

オ 県は、様々な広報媒体を活用して、具体的な接種スケジュールや接種の実施場所・方

法、ワクチンの有効性・安全性に関する情報、相談窓口（コールセンター等）の連絡先

等の周知を行う。 

カ 市町は、実施主体として、具体的な接種スケジュールや接種の実施場所・方法、相談

窓口（コールセンター等）の連絡先等の周知を行う。 

 

 

第５章 その他 

１ ワクチンの接種回数について 

（１）プレパンデミックワクチンについては、原則として、２回接種とし、１回目の接種の後、

３週間間隔をおいて２回目の接種を実施する。 

 

（２）パンデミックワクチンについても、原則として、２回接種とする。 

 

（３）ただし、プレパンデミックワクチンの２回接種を受けた者については、これら被接種者

について実施した有効性に関する評価を踏まえた上で、パンデミックワクチンの接種の必

要性について検討されることとし、プレパンデミックワクチンの追加接種の必要性がない

ことが期待される場合には、既にプレパンデミックワクチンの接種を受けている者はパン

デミックワクチンの対象から外れる場合も考えられる。その判断は、専門家の意見等を踏

まえ基本的対処方針等諮問委員会に諮った上で、政府対策本部で行われる（プレパンデミ

ックワクチンの有効性がない又は不明である場合には、パンデミックワクチンの対象とさ

れる。） 

 

（４）プレパンデミックワクチンの２回接種を受けた者に対し、パンデミックワクチンの接種

が必要と判断された際には、交叉免疫性がある場合、パンデミックワクチンの接種は１回

で効果を有する場合もある。被接種者のデータ及び専門家の意見等を踏まえ、基本的対処

方針等諮問委員会に諮った上で政府対策本部の判断により、接種回数が決定される。 

 

（５）パンデミックワクチンについては、年齢等の違いによる接種の効果についての評価を行

い、接種回数について検討されることとし、専門家の意見等を踏まえ、基本的対処方針等

諮問委員会に諮った上で政府対策本部の判断により、接種回数が決定される。 

 

 

２ 発生時の有効性・安全性に関する調査について 

（１）有効性 
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ア 新型インフルエンザワクチンは、初めて大規模に接種が行われることとなることから、

接種と並行して迅速に有効性に関する情報を収集し、継続的に接種の継続の可否を判断

するとともに、有効性に関する情報を国民に提供することが必要である。このため、厚

生労働省は、プレパンデミックワクチン及びパンデミックワクチンの接種に当たっては、

国内外の情報を収集して、科学的な根拠に基づき、有効性の評価を行う。 

イ 厚生労働省は、新型インフルエンザの発症防止・重症化防止への効果の確認のため、

プレパンデミックワクチンを未発生期の臨床研究において接種を受けた者、発生後にプ

レパンデミックワクチンの接種を受けた者、パンデミックワクチンの接種を受けた者、

何らかの事情でパンデミックワクチンの接種を受けなかった者等の発症や重症化の状

況を調査する研究等を実施し、流行後に評価を行う。 

 

（２）安全性 

ア 予防接種法が平成25年4月1日に改正され、インフルエンザを含む定期の予防接種等に

より、副反応が発生した場合の副反応報告について、医療機関に義務付けられたところ

である。 

イ 厚生労働省は、予防接種の実施主体である市町を通じて、あらかじめ予防接種後副反

応報告書及び報告基準を管内の医療機関に配布し、医師が予防接種後の副反応を診断し

た場合には、速やかに厚生労働省へ直接報告する。医療機関等（予防接種を実施した以

外の医療機関を含む。）は、基準に該当する予防接種後の副反応を診断した場合、報告

様式を用い、速やかに厚生労働省に報告する（当該報告は、予防接種法に基づく接種と

しての報告と、薬事法第77条4の2第2項の報告を兼ねたものであり、医療機関等は、当

該報告のみを行うことで足りる。）。 

 

 

３ 健康被害救済 

（１）接種対象者が、予防接種法に基づいて予防接種を受け、健康被害が生じた場合、その健

康被害の状況に応じて、特定接種の場合は、その実施主体が、住民接種の場合は、市町が

給付を行う。 

（２）接種した場所が居住地以外でも、健康被害救済の実施主体は、予防接種法第15条第1項

に基づき、健康被害を受けた者が接種時に居住する市町とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（別添） 
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特定接種の対象となり得る業種・職務について 

特定接種の対象となり得る者の範囲や総数、接種順位等は、新型インフルエンザ等発生時に政府

対策本部において、発生状況等に応じて柔軟に決定されるが、発生時に速やかに接種体制を整備す

るために、基本的な考え方を以下のとおり整理した。  

 

（１） 特定接種の登録対象者 

  

Ａ医療分野 （A-1:新型インフルエンザ等医療型､A-2:重大・緊急医療型） 

業種 類型 業種小分類 社会的役割 業務 担当省庁 

新型インフル

エンザ等医療

型 

A-1 新型インフルエンザ等の

患者又は新型インフルエ

ンザ等にり患していると

疑うに足りる正当な理由

のある者に対して、新型イ

ンフルエンザ等に関する

医療の提供を行う病院、診

療所、薬局及び訪問看護ス

テーション 

新型インフルエ

ンザ等医療の提

供 

新型インフルエ

ンザ等医療の提

供に従事する者

（医師、看護師、

薬剤師、窓口事

務職員等） 

厚生労働省 

重大・緊急医療

型 

A-2 救命救急センター、災害拠

点病院、公立病院、地域医

療支援病院、国立ハンセン

病療養所、独立行政法人国

立がん研究センター、独立

行政法人国立循環器病研

究センター、独立行政法人

国立精神・神経医療研究セ

ンター、独立行政法人国立

国際医療研究センター、独

立行政法人国立成育医療

研究センター、独立行政法

人国立長寿医療研究セン

ター、独立行政法人国立病

院機構の病院、独立行政法

人労働者健康福祉機構の

病院、社会保険病院、厚生

年金病院、日本赤十字病

院、社会福祉法人恩賜財団

済生会の病院、厚生農業協

同組合 

生命・健康に重

大・緊急の影響

がある医療の提

供 

重大・緊急の生

命保護に従事す

る有資格者（医

師、歯科医師、

薬剤師、保健師、

助産師、看護師、

准看護師、救急

救命士、歯科衛

生士、歯科技工

士、診療放射線

技師、臨床検査

技師、臨床工学

技士、義肢装具

士、理学療法士、

作業療法士、視

能訓練士、言語

聴覚士、管理栄

養士） 

厚生労働省 

（注1）重大緊急医療型小分類には、公立の機関も含め記載。  

Ｂ国民生活・国民経済安定分野 （B-1：介護・福祉型、B-2：指定公共機関型、B-3：指定公共機関同類

型、B-4：社会インフラ型、B-5：その他） 
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業種 類型 業種小分類 社会的役割 業務 担当省庁 

社会保険・社会

福祉・介護事業 

B-1 介護保険施設（A-1

に分類されるもの

を除く。）、指定

居宅サービス事

業、指定地域密着

型サービス事業、

老人福祉施設、有

料老人ホーム、障

害福祉サービス事

業、障害者支援施

設、障害児入所支

援施設、救護施設、

児童福祉施設 

サービスの停止等

が利用者の生命維

持に重大・緊急の影

響がある介護・福祉

サービスの提供 

サービスの停止等が利

用者の生命維持に重

大・緊急の影響がある

利用者（要介護度３以

上、障害程度区分４（障

害児にあっては、短期

入所に係る障害児程度

区分２と同程度）以上

又は未就学児以下）が

いる入所施設と訪問事

業所 

介護等の生命維持にか

かわるサービスを直接

行う職員（介護職員、

保健師・助産師・看護

師・准看護師、保育士、

理学療法士等）と意思

決定者（施設長） 

厚生労働省 

医薬品・化粧品

等卸売業 

B-2 

B-3 

医薬品卸売販売業 新型インフルエン

ザ等発生時におけ

る必要な医療用医

薬品の販売 

新型インフルエンザ等

医療又は重大・緊急医

療に用いる医療用医薬

品の販売、配送 

厚生労働省 

医薬品製造業 B-2 

B-3 

医薬品製造販売業 

医薬品製造業 

新型インフルエン

ザ等発生時におけ

る必要な医療用医

薬品の生産 

新型インフルエンザ等

医療又は重大・緊急医

療に用いる医療用医薬

品の元売り、製造、安

全性確保、品質確保 

厚生労働省 

医療機器修理業 

医療機器販売業 

医療機器賃貸業 

B-2 

B-3 

医療機器修理業 

医療機器販売業 

医療機器賃貸業 

新型インフルエン

ザ等発生時におけ

る必要な医療機器

の販売 

新型インフルエンザ等

医療又は重大・緊急医

療に用いる医療機器の

販売、配送 

厚生労働省 

医療機器製造業 B-2 

B-3 

医療機器製造販売

業 

医療機器製造業 

新型インフルエン

ザ等発生時におけ

る必要な医療機器

の生産 

新型インフルエンザ等

医療又は重大・緊急医

療に用いる医療機器の

元売り、製造、安全性

確保、品質確保 

 

 

厚生労働省 
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業種 類型 業種小分類 社会的役割 業務 担当省庁 

ガス業 B-2 

B-3 

ガス業 新型インフルエン

ザ等発生時におけ

る必要なガスの安

定的・適切な供給 

原料調達、ガス製造、

ガスの供給監視・調整、

設備の保守・点検、緊

急時の保安対応、製

造・供給・顧客情報等

の管理、製造・供給に

関連するシステムの保

守業務 

経済産業省 

銀行業 B-2 中央銀行 新型インフルエン

ザ等発生時におけ

る必要な通貨およ

び金融の安定 

銀行券の発行ならびに

通貨および金融の調

節、資金決済の円滑の

確保を通じ信用秩序の

維持に資するための措

置 

財務省 

空港管理者 B-2 

B-3 

空港機能施設事業 新型インフルエン

ザ等発生時におけ

る必要な旅客運送

及び緊急物資（特措

法施行令第14条で

定める医薬品、食

品、医療機器その他

衛生用品、燃料をい

う。以下同じ。）の

航空機による運送

確保のための空港

運用 

航空保安検査、旅客の

乗降に関する業務、燃

料補給、貨物管理、滑

走路等維持管理 

国土交通省 

航空運輸業 B-2 

B-3 

航空運送業 新型インフルエン

ザ等発生時におけ

る必要な旅客運送

及び緊急物資の運

送 

航空機の運航業務、客

室業務、運航管理業務、

整備業務、旅客サービ

ス業務、貨物サービス

業務 

国土交通省 

水運業 B-2 

B-3 

外航海運業 

沿海海運業 

内陸水運業 

船舶貸渡業 

新型インフルエン

ザ等発生時におけ

る必要な緊急物資

の運送業務 

船舶による緊急物資の

運送業務 

国土交通省 

通信業 B-2 

B-3 

固定電気通信業 

移動電気通信業 

新型インフルエン

ザ等発生時におけ

る必要な通信の確

保 

通信ネットワーク・通

信設備の監視・運用・

保守、社内システムの

監視・運用・保守 

 

総務省 



Ⅴ予防接種に関するマニュアル 

75 

 

業種 類型 業種小分類 社会的役割 業務 担当省庁 

鉄道業 B-2 

B-3 

鉄道業 新型インフルエン

ザ等発生時におけ

る必要な旅客運送

及び緊急物資の運

送 

運転業務、運転指令業

務、信号取扱い業務、

車両検査業務、運用業

務、信号システム・列

車無線・防災設備等の

検査業務、軌道および

構造物の保守業務、電

力安定供給のための保

守業務、線路・電線路

設備保守のための統制

業務（電力指令業務、

保線指令業務）、情報

システムの管理業務 

国土交通省 

電気業 B-2 

B-3 

電気業 新型インフルエン

ザ等発生時におけ

る必要な電気の安

定的・適切な供給 

発電所・変電所の運転

監視、保修・点検、故

障・障害対応、燃料調

達受入、資機材調達、

送配電線の保修・点

検・故障・障害対応、

電力系統の運用・監

視・故障・障害対応、

通信システムの維持・

監視・保修・点検・故

障・障害対応 

経済産業省 

道路貨物運送業 B-2 

B-3 

一般貨物自動車運

送業 

新型インフルエン

ザ等発生時におけ

る必要な緊急物資

の運送 

トラックによる緊急物

資の運送の集荷・配

送・仕分け管理、運行

管理、整備管理 

国土交通省 

道路旅客運送業 B-2 

B-3 

一般乗合旅客自動

車運送業 

患者等搬送事業 

新型インフルエン

ザ等発生時におけ

る必要な旅客の運

送 

旅客バス・患者等搬送

事業用車両の運転業

務、運行管理業務、整

備管理業務 

国土交通省 

放送業 B-2 

B-3 

公共放送業 

民間放送業 

新型インフルエン

ザ等発生時におけ

る国民への情報提

供 

新型インフルエンザ等

発生に係る社会状況全

般の報道を行うための

取材、編成・番組制作、

番組送出、現場からの

中継、放送機器の維持

管理、放送システム維

持のための専門的な要 

総務省 
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業種 類型 業種小分類 社会的役割 業務 担当省庁 

    員の確保  

郵便業 B-2 

B-3 

郵便 新型インフルエン

ザ等発生時におけ

る郵便の確保 

郵便物の引受・配達 総務省 

映像・音声・文

字情報制作業 

B-3 新聞業 新型インフルエン

ザ等発生時におけ

る国民への情報提

供 

新聞（一般紙）の新型

インフルエンザ等発生

に係る社会状況全般の

報道を行うための取材

業務、編集・制作業務、

印刷・販売店への発送

業務、編集・制作シス

テムの維持のための専

門的な要員の確保 

― 

銀行業 B-3 銀行 

中小企業等金融業 

農林水産金融業 

政府関係金融機関 

新型インフルエン

ザ等発生時におけ

る必要な資金決済

及び資金の円滑な

供給 

現金の供給、資金の決

済、資金の融通、金融

事業者間取引 

金融庁 

内閣府 

経済産業省 

農林水産省 

財務省 

厚生労働省 

河川管理・用水

供給業 

― 河川管理・用水供

給業 

新型インフルエン

ザ等発生時におけ

る必要な水道、工業

用水の安定的・適切

な供給に必要な水

源及び送水施設の

管理 

ダムの流量調節操作及

び用水供給施設の操

作、流量・水質に関す

る調査、ダム及び用水

供給施設の補修・点

検・故障・障害対応 

国土交通省 

工業用水道業 ― 工業用水道業 新型インフルエン

ザ等発生時におけ

る必要な工業用水

の安定的・適切な供

給 

浄水管理、水質検査、

配水管理、工業用水道

設備の補修・点検・故

障・障害対応 

経済産業省 

下水道業 ― 下水道処理施設維

持管理業 

下水道管路施設維

持管理業 

新型インフルエン

ザ等発生時におけ

る下水道の適切な

運営 

処理場における水処

理・汚泥処理に係る監

視・運転管理、ポンプ

場における監視・運転

管理、管路における緊

急損傷対応 

国土交通省 

上水道業 ― 上水道業 新型インフルエン

ザ等発生時におけ

る必要な水道水の 

浄水管理、導・送・配

水管理、水道施設の故

障・障害対応、水質検 

厚生労働省 
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業種 類型 業種小分類 社会的役割 業務 担当省庁 

   安定的・適切な供給 査  

金融証券決済事

業者 

B-4 全国銀行資金決済

ネットワーク 

金融決済システム 

新型インフルエン

ザ等発生時におけ

る金融システムの

維持 

金融機関間の決済、

CD/ATMを含む決済イン

フラの運用・保守 

金融庁 

金融商品取引所等  銀行等が資金決済や資

金供給を円滑に行うた

めに必要な有価証券や

派生商品の取引を行う

ための注文の受付、付

合せ、約定 

金融商品取引精算

機関 

 有価証券や派生商品の

取引に基づく債務の引

き受け、取引の決済の

保証 

振替機関  売買された有価証券の

権利の電子的な受け渡

し 

石油・鉱物卸売

業 

B-4 石油卸売業 新型インフルエン

ザ等発生時におけ

る石油製品（ＬＰガ

スを含む。）の供給 

石油製品（ＬＰガスを

含む。）の輸送・保管・

出荷・販売 

経済産業省 

石油製品・石炭

製品製造業 

B-4 石油精製業 新型インフルエン

ザ等発生時におけ

る石油製品の製造 

製油所における関連施

設の運転、原料および

製品の入出荷、保安防

災、環境保全、品質管

理、操業停止、油槽所

における製品配送及び

関連業務、貯蔵管理、

保安防災、環境保全、

本社・支店における需

給対応（計画・調整）、

物流の管理 

経済産業省 

熱供給業 B-4 熱供給業 新型インフルエン

ザ等発生時におけ

る熱供給 

燃料調達、冷暖房・給

湯の供給監視・調整、

設備の保守・点検、製

造・供給に関する設

備・システムの保守・

管理 

 

経済産業省 
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業種 類型 業種小分類 社会的役割 業務 担当省庁 

飲食料品小売業 B-5 各種食料品小売業 

食料品スーパー 

コンビニエンスス

トア 

新型インフルエン

ザ等発生時におけ

る最低限の食料品

（缶詰・農産保存食

料品、精穀・精粉、

パン・菓子、レトル

ト食品、冷凍食品、

めん類、育児用調整

粉乳をいう。以下同

じ。）の販売 

食料品の調達・配達、

消費者への販売業務 

農林水産省 

経済産業省 

各種商品小売業 B-5 百貨店・総合スー

パー 

新型インフルエン

ザ等発生時におけ

る最低限の食料品、

生活必需品（石け

ん、洗剤、トイレッ

トペ―パー、ティッ

シュペーパー、シャ

ンプー、ごみビニー

ル袋、衛生用品をい

う。以下同じ。）の

販売 

食料品、生活必需品の

調達・配達、消費者へ

の販売業務 

経済産業省 

食料品製造業 B-5 缶詰・農産保存食

料品製造業 

精穀・製粉業 

パン・菓子製造業 

レトルト食品製造

業 

冷凍食品製造業 

めん類製造業 

処理牛乳・乳飲料

製造業（育児用調

整粉乳に限る） 

新型インフルエン

ザ等発生時におけ

る最低限の食料品

の供給 

最低限の食料品の製

造、資材調達、出荷業

務 

農林水産省 

飲食料品卸売業 B-5 食料・飲料卸売業 

卸売市場関係者 

新型インフルエン

ザ等発生時におけ

る最低限の食料品

及び食料品を製造

するための原材料

の供給 

 

 

食料品・原材料の調

達・配達・販売業務 

農林水産省 
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業種 類型 業種小分類 社会的役割 業務 担当省庁 

石油事業者 B-5 燃料小売業（ＬＰ

ガス、ガソリンス

タンド） 

新型インフルエン

ザ等発生時におけ

るLPガス、石油製品

の供給 

オートガススタンドに

おけるＬＰガスの受

入・保管・販売・保安

点検 

サービスステーション

における石油製品の受

入・保管・配送・販売・

保安点検 

経済産業省 

その他の生活関

連サービス業 

B-5 火葬・墓地管理業 火葬の実施 遺体の火葬業務 厚生労働省 

その他の生活関

連サービス業 

B-5 冠婚葬祭業 遺体の死後処置 遺体の死後処理に際し

て、直接遺体に触れる

作業（創傷の手当・身

体の清拭・詰め物・着

衣の装着） 

経済産業省 

その他小売業 B-5 ドラッグストア 新型インフルエン

ザ等発生時におけ

る最低限の生活必

需品の販売 

生活必需品の調達・配

達、消費者への販売業

務 

経済産業省 

廃棄物処理業 B-5 産業廃棄物処理業 医療廃棄物の処理 医療機関からの廃棄物

の収集運搬、焼却処理 

環境省 

（注2）業種名は、原則として日本標準産業分類上の整理とする。 

（注3）上記の標準産業分類には該当しないが、特定接種対象業種と同様の社会的役割を担う事業所について

は同様の社会的役割を担っている日本標準産業分類に該当する事業所として整理する。 

（注4）水先業及びタグ事業については、水運業の一体型外部事業者とする。 

（注5）倉庫業、港湾運送業、貨物利用運送業については、取り扱う物資によって公益性が変化するため、

緊急物資の運送業務に必要な事業者については、外部事業者とする。また、緊急物資について荷主

企業や運送事業者と長期的（恒常的）な契約を結ぶなど、一体的な業務を行っているところは一体

型外部事業者として処理し、これらと短期的な契約を行っている事業者は、一般の外部事業者とす

る。 

 

 

（２） 特定接種の対象となり得る国家公務員及び地方公務員  

特定接種の対象となり得る新型インフルエンザ等対策の職務は以下のいずれかに該当する

者である。 

区分１：新型インフルエンザ等の発生により対応が必要となる職務 

（＝新型インフルエンザ等の発生により生ずる又は増加する職務） 

区分２：新型インフルエンザ等の発生に関わりなく、行政による継続的な実施が強く求められる

国民の緊急の生命保護と秩序の維持を目的とする業務や国家の危機管理に関する職務 

区分３：民間の登録事業者と同様の職務 
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区分１：新型インフルエンザ等の発生により対応が必要となる職務特定接種の対象となり得る職務 

特定接種の対象となり得る職務 職種 区分 担当省庁 

政府対策本部の意思決定、総合調整等に関する

事務 

政府対策本部員 区分１ 内閣官房 

政府対策本部の事務 政府対策本部事務局職員 区分１ 内閣官房 

政府が行う意思決定・重要政策の企画立案にか

かわる業務、閣議関係事務 

内閣官房職員（官邸・閣議関係

職員） 

区分１ 内閣官房 

政府対策本部の意思決定に必要な専門的知見

の提供 

基本的対処方針等諮問委員 区分１ 内閣官房 

各府省庁の意思決定・総合調整に関する事務

（秘書業務を含む。） 

各府省庁政務三役（大臣・副大

臣・大臣政務官） 

秘書官 

区分１ 各府省庁 

各府省庁の新型インフルエンザ等対策の中核

を担う本部事務 

具体的な本部事務の考え方は、以下のとおり 

・対策本部構成員、幹事会構成員、事務局員の

みを対象 

・事務局員については、新型インフルエンザ等

対策事務局事務に専従する者のみ 

各府省庁対策本部構成員 

各府省庁対策幹事会構成員 

各府省庁対策本部事務局担当者 

区分１ 各府省庁 

諸外国との連絡調整、在外邦人支援 在外公館職員 区分１ 外務省 

検疫・動物検疫・入国管理・税関の強化 

（検疫実施空港・港における水際対策・検疫事

務） 

検疫所職員 

動物検疫所職員 

入国管理局職員 

税関職員 

区分１ 厚生労働省 

農林水産省 

法務省 

財務省 

国内外の情報収集・検査体制の整備・ワクチン

製造株の開発・作製 

国立感染症研究所職員 区分１ 厚生労働省 

緊急の改正が必要な法令の審査、解釈（行政府） 内閣法制局職員 区分１ 内閣法制局 

都道府県対策本部の意思決定、総合調整等に関

する事務 

都道府県対策本部員 区分１ ― 

都道府県対策本部の事務 都道府県対策本部事務局職員 区分１ ― 

市町村対策本部の意思決定、総合調整等に関す

る事務 

市町村対策本部員 区分１ ― 

市町村対策本部の事務 市町村対策本部事務局職員 区分１ ― 

新型インフルエンザウイルス性状解析、抗原解

析、遺伝子解析、発生流行状況の把握 

地方衛生研究所職員 区分１ ― 

住民への予防接種、帰国者・接触者外来の運営、

疫学的調査、検体の採取 

保健所職員 

市町村保健師 

市町村保健センター職員 

区分１ ― 

新型インフルエンザ等対策に必要な法律の制

定・改正、予算の議決、国会報告に係る審議（秘

書業務を含む。） 

国会議員 

国会議員公設秘書（政策担当秘

書、公設第一秘書、公設第二秘 

区分１ ― 
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特定接種の対象となり得る職務 職種 区分 担当省庁 

 書）   

新型インフルエンザ等対策に必要な都道府県、

市町村の予算の議決、議会への報告 

地方議会議員 区分１ ― 

国会の運営 衆議院事務局職員 

参議院事務局職員 

区分１ ― 

地方議会の運営 地方議会関係職員 区分１ ― 

緊急の改正が必要な法令の審査、解釈（立法府） 衆議院法制局職員 

参議院法制局職員 

区分１ ― 

 

 

区分２：新型インフルエンザ等の発生に関わりなく、行政による継続的な実施が強く求められる国民の緊

急の生命保護と秩序の維持を目的とする業務や国家の危機管理に関する職務 

特定接種の対象となり得る職務 職種 区分 担当省庁 

令状発付に関する事務 裁判所職員 区分２ ― 

勾留請求、勾留状の執行指揮等に関する事務 検察官 区分２ 法務省 

刑事施設等（刑務所、拘置所、少年刑務所、少

年院、少年鑑別所）の保安警備 

刑事施設等職員 区分２ 法務省 

医療施設等の周辺における警戒活動等 

犯罪の予防・検挙等の第一線の警察活動 

警察職員 区分１ 

区分２ 

警察庁 

救急  

消火、救助等  

消防職員 

消防団員 

都道府県の航空消防隊 

救急搬送事務に従事する職員

（消防本部を置かない市町村に

おいて救急搬送事務を担当する

こととされている職員に限る。） 

区分１ 

区分２ 

消防庁 

事件・事故等への対応及びそれらを未然に防止

するため船艇・航空機等の運用、船舶交通のた

めの信号等の維持 

海上保安官 区分１ 

区分２ 

海上保安庁 

防衛医科大学校病院及び各自衛隊病院等にお

ける診断・治療  

家きんに対する防疫対策、在外邦人の輸送、医

官等による検疫支援、緊急物資等の輸送  

その他、第一線（部隊等）において国家の危機

に即応して対処する事務  

自衛隊の指揮監督  

防衛省職員 区分１ 

区分２ 

防衛省 

国家の危機管理に関する事務 内閣官房職員 

各府省庁職員 

区分２ 内閣官房 

各府省庁 
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区分３：民間の登録事業者と同様の業務 

（１）の新型インフルエンザ等医療型、重大・緊急医療型、社会保険・社会福祉・介護事業、電気

業、ガス業、鉄道業、道路旅客運送業、航空運送業若しくは空港管理者（管制業務を含む。）、

火葬・墓地管理業、産業廃棄物処理業、上水道業、河川管理・用水供給業、工業用水道業及び

下水道処理施設維持管理業及び下水道管路施設維持管理業と同様の社会的役割を担う職務（運

用は登録事業者と同様とする。） 

特定接種の対象となり得る職務 職種 区分 担当省庁 

新型インフルエンザ等医療型 国立、県立・市町村立の医療施

設職員 

区分３ ― 

重大・緊急医療型 ― 

社会保険・社会福祉・介護事業 国立、県立・市町村立の介護・

福祉施設職員 

区分３ ― 

電気業  電気業に従事する職員 区分３ ― 

ガス業 ガス業に従事する職員 区分３ ― 

鉄道業  鉄道業に従事する職員 区分３ ― 

道路旅客運送業  道路旅客運送業に従事する職員 区分３ ― 

航空運送業若しくは空港管理者（管制業務を含

む。）  

地方航空局職員、航空交通管制

部職員 

区分３ 国土交通省 

火葬・墓地管理業  火葬場・墓地に従事する職員 区分３ ― 

産業廃棄物処理業  医療廃棄物処理業に従事する職

員 

区分３ ― 

上水道業  上水道業に従事する職員 区分３ ― 

河川管理・用水供給業  河川管理・用水供給業に従事す

る職員 

区分３ ― 

工業用水道業  工業用水道業に従事する職員 区分３ ― 

下水道処理施設維持管理業及び下水道管路施

設維持管理業  

下水道業に従事する職員 区分３ ― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


